
 

１．はじめに（検討の背景） 
 

 税制によって最適な資源配分が歪められ

ないように、金融商品間における課税の

中立性と、一般の個人投資家にとって簡

素でわかりやすい税制を実現することが

経済活力の維持・活性化の鍵 
 近年、欧米においては、簡素・中立で経

済成長につながる税制の構築等の観点か

ら、金融所得に対する税制の改革が進め

られている 
 

○ 政府・与党の動き 
 

 
 
 
 

 

・政府税制調査会 
｢平成 19 年度の税制改正に関する答申｣(平成 18 年 12 月) 
金融所得間の課税方式の均衡化、損益通

算の範囲の拡大を柱とする金融所得課税の

一体化を進めていくべき 

２．金融所得課税に関する基本的考え方 
金融所得課税に関する基本的考え方は、以下の５点に集約できる 

① 課税方式の均衡化を図り、金融商品や所得分類による税負担の違いをなくしていく 

② 金融所得の範囲で一律の税率による分離課税とする 

③ リスクの異なる幅広い金融商品間で損益通算を認めるほか、損失の繰越しが出来る 

④ 納税環境の整備は「証券特定口座」の活用を軸に考えていく 

⑤ 株式配当の法人税との二重課税調整の問題や国際課税の問題への対応についても、並行して

検討を進め措置していく 

今後のわが国の金融所得課税のあり方〔提言〕の概要  

北欧諸国
・1990 年代に「二元的所得税制」

を導入 

欧  州

・2001 年にオランダで「ボックス

課税」導入 
 

・ドイツやフランスでも見直し 

米  国

・ブッシュ政権下で税制改革案が

取りまとめられ、配当課税の非

課税化・分離課税化等を提案 

※１：大口株主を除く 
※２：投資性商品を念頭 

３．新しい金融所得課税のスキーム 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

 

・実務負担に十分配慮した、実務的な納税の仕組みが必要 
・特定口座内での損益通算は、現在同様、番号制度不要 

（特定口座が１つの場合） （特定口座が複数の場合） 
顧客が各口座の損益証明書に

基づき、簡易な形で申告し、

損益通算する 

 
 
・損益通算には制限を設けないことが望ましい（ただし、濫用が大き

な問題となれば、譲渡損失との通算に制限を設けることも考えられる） 
・損益通算後に残った損失は、長期の繰越しを認める 

金融機関サイドで損益通算・

納税（源泉徴収含む）の手続

きを行う 

……損失は、他の商品の収益と通算 

◆「金融所得」の範囲を設定  
 ①株式の配当・譲

渡損益（※１）

②投資信託の収益分配金・

譲渡損益・償還や解約損益 
③公社債の利子・譲渡

損益・償還損益 

④預貯金の利子 ⑤信託受益権の配当 
・譲渡損益

⑥保険の満期保険金・解約

返戻金（※２） 

⑦先物取引等の決

済差損益

⑧外貨預金の為替差損益 ⑨その他の金融商品

の損益 

◆納税環境整備 

◆損益通算（証券特定口座の活用） 

◆課税方式は

一律の税率

(本則)による

分離課税 

・与党の税制調査会 
｢平成 19 年度税制改正大綱｣（平成 18 年 12 月） 
金融商品間の損益通算の拡大策等を検討

の上、成案を得て、平成 21 年（度）から

の導入を目指す 

平成 19 年２月

金融調査研究会第２研究グループ

４．実施にあたっての検討課題 
◆市場への影響も大きく、実施に向けて、しっかりとした準備と経過措置が不可欠。早

急に、税制当局、金融庁、金融・証券業界等による検討を開始すべき。その際、平成

21 年１月に株券電子化が実施予定であるので、これも踏まえて検討を進めるべき 

◆中立的な税制構築の観点から、個人段階を念頭に、株式配当の二重課税の調整方法に

ついて引続き検討が必要。また、租税裁定行為など国際課税の問題への対処の観点か

ら、欧米の動きも踏まえ、法人税負担を軽減する改革を進めるべき 


